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税務訴訟資料 第２７２号（順号１３７２２） 

 

 東京地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 所得税更正処分等取消請求事件 

 国側当事者・国（立川税務署長） 

 令和４年５月３１日棄却・控訴 

 

    判    決 

 原告          甲 

 同訴訟代理人弁護士   佐藤 修二 

 同           武藤 雄木 

 同           野口 大資 

 同補佐人税理士     安井 和彦 

 同           水越 康博 

 被告          国 

 同代表者法務大臣    古川 禎久 

 処分行政庁       立川税務署長 

             原 省三 

 同指定代理人      別紙１指定代理人目録記載のとおり 

 

    主    文 

 １ 原告の請求をいずれも棄却する。 

 ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 請求 

    立川税務署長が原告に対し平成３０年１１月２８日付けでした原告の平成２８年分の所得税

及び復興特別所得税の更正処分のうち、総所得金額２８４６万５１６６円及び納付すべき税

額７１３万１０００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。 

 第２ 事案の概要 

    不動産貸付業を営む個人事業者である原告は、平成２８年分の不動産所得の金額の計算に係

る消費税及び地方消費税（以下、これらを併せて「消費税」又は「消費税等」ということが

ある。）の経理処理について税抜経理方式を適用し、賃貸料収入等の課税売上げに係る消費税

等相当額を仮受消費税等として、管理費等の各種費用の課税仕入れに係る消費税等相当額を

仮払消費税等として計上していた。他方で、原告は、不動産貸付業の用に供していた建物の

譲渡収入に係る消費税等相当額を仮受消費税等の額に加算しないまま、仮受消費税等の額か

ら仮払消費税等の額を控除し、その差額を平成２８年１月１日から同年１２月３１日までの

課税期間（以下「平成２８年課税期間」という。）の納付すべき消費税等の額から控除した残

額を、原告の不動産所得の計算上必要経費に算入して所得税及び復興特別所得税（以下、こ

れらを併せて「所得税等」という。）の確定申告（青色申告）を行った。 

これに対し、処分行政庁は、譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税等が課されるものに
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係る経理処理については、当該資産をその用に供していた不動産所得と同一の経理方式によ

るものとされていることから、上記建物の譲渡収入に係る消費税等相当額は税抜経理方式に

より仮受消費税等の額に加算すべきであるなどとして、所得税等の更正処分及び過少申告加

算税の賦課決定処分をした。 

本件は、原告が、上記更正処分及び賦課決定処分はいずれも違法であるとして、その取消し

を求める事案である。 

  １ 関係法令等の定め 

    関係法令等の定めは、別紙２「関係法令等の定め」に記載のとおりである（なお、同別紙中

で定義した略称等は、以下の本文においても同様に用いるものとする。）が、このうち、本件

通達の要旨は以下のとおりである。 

  （１）用語の意義（本件通達１項） 

     この通達において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。（略） 

     「税抜経理方式」 消費税等の額と当該消費税等に係る取引の対価の額とを区分して経理

する方式をいう。 

     「税込経理方式」 消費税等の額と当該消費税等に係る取引の対価の額とを区分しないで

経理する方式をいう。 

  （２）税込経理方式と税抜経理方式の選択適用（本件通達２項） 

     所得税の課税所得金額の計算に当たり、個人事業者が行う取引にかかる消費税等の経理処

理（以下「経理処理」という。）については、税抜経理方式又は税込経理方式のいずれの方

式によることとしても差し支えないが、個人事業者の選択した方式は当該個人事業者の行う

全ての取引について適用するものとする。 

   （注）（中略） 

    ２ 譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課されるものに係る経理処理については、

当該資産をその用に供していた事業所得等を生ずべき業務と同一の方式によるものとする

（以下「本件注書き」という。）。 

    （後略） 

  （３）固定資産等及び経費等の経理方式の選択適用（本件通達３項） 

     個人事業者が売上げ等の収入に係る取引につき税抜経理方式を適用している場合には、本

件通達２項にかかわらず、固定資産、繰延資産、棚卸資産及び山林（以下「固定資産等」と

いう。）の取得に係る取引又は販売費、一般管理費等（山林の伐採費及び譲渡に要した費用

を含む。以下「経費等」という。）の支出に係る取引のいずれか一方の取引について税込経

理方式を適用できるほか、固定資産等のうち棚卸資産又は山林の取得に係る取引については、

継続適用を条件として固定資産及び繰延資産と異なる方式を選択適用できるものとする。 

  （４）仮受消費税等及び仮払消費税等の清算（本件通達６項） 

     個人事業者が税抜経理方式を適用している場合において、消費税法３７条１項の規定の適

用を受けたこと等により、同法１９条１項に規定する課税期間（個人事業者の場合は１月１

日から１２月３１日までの期間）の終了の時における仮受消費税等の金額（中略）と仮払消

費税等の金額（中略）との差額と当該課税期間に係る納付すべき消費税等の額又は還付され

るべき消費税等の額（中略）とに差額が生じたときは、当該差額については、当該課税期間

を含む年の事業所得等の金額の計算上、総収入金額又は必要経費に算入するものとする。 



3 

 

  （５）譲渡所得の基因となる資産の譲渡がある場合の処理（本件通達１２項） 

     譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課されるものがある場合には、当該資産の譲

渡を当該資産をその用に供していた事業所得等を生ずべき業務に係る取引に含めて、本件通

達６項（前記（４））の取扱いを適用するものとする。 

  ２ 前提事実（当事者間に争いがないか後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認められる事実並び

に当裁判所に顕著な事実） 

  （１）原告について 

     原告は、不動産貸付業を営む個人事業者であり、昭和５３年分以後の所得税の申告につい

て、青色申告書を提出することにつき処分行政庁の承認を受けている者である。 

  （２）原告の平成２８年分の不動産所得に関する経理処理について 

     原告は、平成２８年分の不動産所得に関する経理処理について、税抜経理方式を適用し、

家賃収入等の課税資産の譲渡等に係る消費税等を仮受消費税等勘定に、光熱費や管理費等の

各種費用の課税仕入れに係る消費税等を仮払消費税等勘定にそれぞれ計上した。 

  （３）本件各譲渡について 

     原告は、平成２８年１２月２８日、東京都立川市Ａ及びＢに所在する建物を代金９９２８

万２８１７円（消費税等の額を含む。）で、同市Ｃに所在する建物を代金１億１９１８万４

６１３円（消費税等の額を含む。）で、同市Ｄに所在する建物を代金６２４万４６２２円

（消費税等の額を含む。）で、それぞれ有限会社Ｅに譲渡した（以下、併せて「本件各譲渡」

といい、上記各建物を一括して「本件各建物」という。）。原告は、本件各建物につき、いず

れも同年１月１日時点において５年を超えて所有し、貸付けの用に供していた。本件各譲渡

に係る譲渡価額合計（消費税等の額を含む。）は２億２４７１万２０５２円であり、消費税

等相当額１６６４万５３３５円を含まない譲渡価額は２億０８０６万６７１７円であった。

（乙１の１～乙３の３、弁論の全趣旨） 

  （４）平成２８年分の不動産所得及び譲渡所得に係る確定申告等 

    ア 原告は、平成２９年３月１３日、処分行政庁に対し、平成２８年分の所得税等の青色確

定申告書（乙８。以下「本件確定申告書」という。）に、不動産所得について、総収入金

額が１億０７１７万１０８４円、所得金額が２８１６万３３６６円、納付すべき税額が５

２３万３５００円と記載し、本件確定申告書に添付された平成２８年分所得税青色申告決

算書（不動産所得用。乙１１）に、収入金額合計１億０７１７万１０８４円、必要経費合

計額７８３５万７７１８円（うち「その他の経費」として１７９３万４８８６円）、青色

申告特別控除額６５万円、所得金額２８１６万３３６６円（収入金額合計額から必要経費

合計額と青色申告特別控除額を控除した金額）と記載して提出した。 

原告は、本件確定申告書において、分離課税の長期譲渡所得の総収入金額を２億０８０

６万６７１７円（上記（３）記載の、消費税等相当額を含まない本件各譲渡に係る譲渡価

額合計金額）と記載し、長期譲渡所得の損失の金額につき、上記長期譲渡所得の総収入金

額から取得費（２億３１４４万０５５２円）を控除した２３３７万３８３５円と記載して

提出した。 

原告は、同日、処分行政庁に対し、課税標準額を３億１５２３万７０００円、納付税額

を１５９７万８０００円、中間納付税額１４６万０９００円、納付譲渡割額４３１万１５

００円、中間納付譲渡割額３９万４２００円と記載した、平成２８年１月１日から同年１
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２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書を提出した。 

     （乙８、９、１１） 

    イ 原告の、平成２８年分の所得税等に係る不動産所得及び譲渡所得の金額の計算は、別紙

３の別表１「原告の平成２８年分の所得税等に係る不動産所得及び譲渡所得の計算」の

「原告申告額」欄記載のとおりであり、その消費税の清算にかかる計算は、別紙３の別表

２「不動産所得及び譲渡所得に係る経理処理額」の「原告主張の経理処理額」欄のとおり

である。 

原告は、以上の計算に当たり、不動産所得及び譲渡所得の計算においていずれも税抜経

理方式を適用し、本件各譲渡に係る譲渡所得の収入金額につき、本件各建物の譲渡代金

（合計２億２４７１万２０５２円）のうち、当該譲渡代金に係る消費税等相当額（合計１

６６４万５３３５円）を除いた金額を譲渡価額（合計２億０８０６万６７１７円）として

計上し、譲渡所得の金額を算定した。そして、原告は、本件各建物の譲渡代金に係る消費

税等相当額を仮受消費税等の額に含めない（別紙３の別表２「原告主張の経理処理額」の

②欄）一方で、不動産所得に係る仮受消費税等勘定（同①欄）及び仮払消費税等勘定（同

③欄）をそれぞれ計上した上で、その差額５４９万９４３４円（同④欄）を平成２８年課

税期間に係る消費税等の納付すべき税額２２１４万４６００円（同⑤欄）から控除し、そ

の残額である１６６４万５１６６円（同⑥欄）を、平成２８年分の不動産所得の計算上、

必要経費に加算して控除し（別紙３の別表１「原告申告額」の⑤及び⑥欄）、所得金額を

算定した。 

  （５）本件確定申告書の修正について 

     処分行政庁は、平成３０年９月５日、原告に対し、配当所得の金額が申告されておらず、

また、本件各譲渡に係る不動産所得の金額に誤りが認められるとして修正申告の勧奨をした。

これを受けて、原告は、同年１０月１１日、配当所得の金額を３０万１８００円、総所得金

額を２８４６万５１６６円及び納付すべき税額を５２７万９８００円と記載した修正申告書

（以下「本件修正申告書」という。）を提出した。（乙１０） 

  （６）本件更正処分等について 

    ア 処分行政庁は、平成３０年１１月２８日、本件各譲渡に係る消費税等相当額１６６４万

５３３５円につき、仮受消費税等（譲渡所得）として処理し、仮払消費税等と清算をした

結果、総所得金額を４５１１万０３３２円、更正により追加して納付すべきこととなる所

得税等の額を６８６万９１００円とする更正処分（以下「本件更正処分」という。）及び

過少申告加算税６８万６０００円の賦課決定処分（以下「本件賦課決定処分」といい、本

件更正処分と併せて「本件更正処分等」という。）をそれぞれした（甲１）。 

    イ 処分行政庁は、本件更正処分等を記載した通知書（以下「本件通知書」という。）にお

いて、仮受消費税等・仮払消費税等の申告額・調査額について、以下のとおり記載した。

（甲１） 

    （ア）仮受消費税等（不動産所得） 

       ａ 申告額 ８５７万３６１４円 

       ｂ 調査額 ８５７万３６１４円 

    （イ）仮受消費税等（譲渡所得） 

       ａ 申告額 ０円 
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       ｂ 調査額 １６６４万５３３５円 

    （ウ）仮払消費税等（不動産所得） 

       ａ 申告額 ３０７万４１８０円 

       ｂ 調査額 ３０７万４１８０円 

    （エ）（ア）ないし（ウ）の差引計（（ア）＋（イ）－（ウ）） 

       ａ 申告額 ５４９万９４３４円 

       ｂ 調査額 ２２１４万４７６９円 

    （オ）消費税等中間納付額 

       ａ 申告額 １８５万５１００円 

       ｂ 調査額 １８５万５１００円 

    （カ）消費税等納付税額 

       ａ 申告額 ２０２８万９５００円 

       ｂ 調査額 ２０２８万９５００円 

    （キ）不動産所得の総収入金額又は必要経費算入額（（エ）－（オ）－（カ）） 

       ａ 申告額 △１６６４万５１６６円 

       ｂ 調査額 １６９円 

    ウ 処分行政庁は、本件更正処分の理由として、別紙４「更正通知書の処分理由」のとおり

記載し、その中には、「譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課されるものに係る

経理処理については、当該資産をその用に供していた不動産所得と同一の経理方式による

ものとされていますので、あなたの場合、（中略）のとおり税抜経理方式により仮受消費

税等として処理をし、仮受消費税等と仮払消費税等の清算をすることとなります。」との

記載がある（甲１）。 

  （７）原告は、平成３１年２月１４日、本件更正処分等について、国税通則法７５条１項１号ロ

に基づき、国税不服審判所長に対し、本件更正処分等の取消しを求める審査請求を行った。 

これに対し、国税不服審判所長は、令和元年１２月１７日、審査請求をいずれも棄却する

旨の裁決をした。 

  （８）原告は、令和２年６月１５日、本件訴訟を提起した。 

  ３ 争点 

  （１）本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額（合計１６６４万５１６６円）の必要経費該

当性 

  （２）本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額の仮受消費税への額加算の可否 

  （３）理由附記の違法の有無 

  ４ 争点に対する当事者の主張 

  （１）争点（１）（本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額の必要経費該当性）について 

    （被告の主張） 

     税込経理方式を適用した場合は、納付すべき消費税等の額を租税公課として必要経費に算

入することとなるところ、当該納付すべき消費税等の額には、実質的に本件各建物の譲渡収

入に係る消費税等相当額が含まれるため、本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額は、

平成２８年分の不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入される。ただし、この場合には、

税込経理方式の性質上、原告の譲渡所得の総収入金額には、本件各建物の譲渡収入に係る仮
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受消費税等の金額が含まれることが前提となる。 

これに対し、税抜経理方式を適用した場合には、本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相

当額は、平成２８年分の不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入することはできないこ

とになる。 

原告は、税抜経理方式を採用したにもかかわらず本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相

当額を必要経費に算入しているから、適法な税額の算定による申告とはいえない。 

    （原告の主張） 

     争う。 

  （２）争点（２）（本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額の仮受消費税への額加算の可否）

について 

    （被告の主張） 

    ア 税抜経理方式及び税込経理方式の混用不可 

      所得税等の課税所得金額の計算に当たり、消費税法２条１項３号に規定する個人事業者

が行う取引に係る消費税等の経理処理について、税抜経理方式又は税込経理方式のいずれ

によることとしても差し支えないが（所得税法施行令１８２条の２第５項、所得税法施行

規則３８条の２第２項参照）、同一所得区分内で両経理方式を混用すれば、当該所得の計

算上、収入若しくは費用の内容又はその対応関係に混乱が生じることから、同一所得内に

おいては経理処理の方法を統一して課税所得を計算すべきである。消費税法上も、個人の

事業に付随する取引として同一の事業の範囲に含まれる取引（不動産の賃貸と賃貸用不動

産の譲渡）については、適用する経理処理を統一することに正当性が認められること、双

方の経理処理を混用すると、適正な所得金額の計算を行えないおそれがあることからする

と、税抜経理方式と税込経理方式を混用することは許されない。 

    イ 本件各譲渡に係る経理処理について 

      本件各譲渡は原告の不動産所得を生ずべき業務に付随して行われたものであり、当該事

業に係る資産の譲渡等である。原告は、平成２８年分の不動産所得を生ずべき業務に係る

取引について税抜経理方式を適用していたのであるから、本件各譲渡についても税抜経理

方式を適用する必要があり、その結果、本件各譲渡による収入に係る消費税等相当額を仮

受消費税等の額に算入しなければならない。別紙５は、このような考えに基づく計算方法

である（以下「被告計算方法」という。）。 

    ウ 原告が行った平成２８年分の所得税等の課税所得の計算方法（以下「原告計算方法」と

いう。）について 

      税込経理方式を用いた場合は、原告の不動産所得の総収入金額には本件仮受消費税等勘

定の金額が、必要経費の金額には本件仮払消費税等勘定の金額がそれぞれ含まれ、譲渡所

得の総収入金額には、本件各譲渡に係る仮受消費税等の金額が含まれることが前提となり、

その上で、本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額が平成２８年分の不動産所得の金

額の計算上必要経費に算入されることとなる一方で、税抜経理方式を適用した場合は、課

税所得の調整に係る計算を行うため、本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額は調整

計算の要素となるものの、平成２８年分の不動産所得の金額の計算上必要経費に算入する

ことはできない。 

しかしながら、前提事実（４）イのとおり、原告計算方法は、税抜経理方式による場合
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に計上することとなる本件各建物の譲渡代金に係る消費税等相当額を仮受消費税等の額に

含めない一方で、不動産所得のみに係る仮受消費税等勘定及び仮払消費税等勘定をそれぞ

れ計上し、当該両勘定の差額を、平成２８年課税期間に係る消費税等の納付すべき消費税

額から控除した金額（１６６４万５１６６円（別紙３の別表１「原告申告額」の⑥欄））

を、不動産所得の計算上雑損失として必要経費に算入し控除した。 

このように、原告計算方法は、一見、税抜経理方式を適用した場合の課税所得に対する

調整計算を行っているように見えるものの、実際には、仮受消費税等勘定に本件各譲渡に

係る消費税等相当額が含まれておらず、会計慣行や所得税法施行令１８２条の２第１項の

調整規定に沿うものではない。 

以上のとおり、原告計算方法は、課税所得に影響を及ぼさない経理処理の方法である税

抜経理方式の意義を見誤ったものであり、租税法規からも一般法規からも導けないもので

あるから、原告の本件確定（修正）申告は適正なものではない。 

    （原告の主張） 

    ア 税抜経理方式及び税込経理方式について 

      原告において、税抜経理方式及び税込経理方式が企業会計において妥当な会計処理とさ

れていること、税抜経理方式は課税売上げに係る消費税を仮受消費税に、課税仕入れに係

る消費税を仮払消費税に計上する経理処理の方法であり、一般的な会計慣行であるという

ことができることについて、争うものではない。 

税抜経理方式又は税込経理方式のいずれか一方によっても、あるいは、これらの併用に

よっても、たとえ棚卸資産及び減価償却資産のように複数年分を基準に判断をすべき場合

があるとしても、所得の金額及び納付すべき消費税等の額は変わらないことから、本件通

達（ただし、本件注書きを除く。）は、一般的な会計慣行及び事業者の所得金額に対する

中立性を確保するという消費税の本質を勘案した合理的な内容のものである。本件注書き

についても、譲渡損失の金額が生じない場合（譲渡益が発生する場合）については、税込

経理方式を採用しているか税抜経理方式を採用しているかによって課税される所得金額に

差異が生ずることはなく、その取扱いは妥当なものである。 

しかしながら、税抜経理方式を採用している個人事業者は課税売上げに係る消費税を仮

受消費税に計上し調整を図るという経理処理を行わなければならないとする被告の主張を

前提とした場合、建物を譲渡し譲渡損失が発生した場合において、本件注書きを適用する

と、不動産所得につき税抜経理方式を採用している場合と税込経理方式を採用している場

合とで不動産所得の金額が相違することとなり、中立性を確保するという消費税の本質に

照らし、妥当とはいえない。 

    イ 被告計算方法が違法であること 

    （ア）本件注書きの適用要件を満たさないこと 

       ５年を超えて所有する建物を譲渡して譲渡損失が生じる場合には、いずれの経理方式

を採用しても譲渡損失はなかったものとして扱われる一方で（租税特別措置法３１条１

項）、本件注書きを適用した場合、不動産所得等の計算上は税込経理方式を採用した場

合のみ、譲渡収入に係る消費税等相当額が必要経費として算入されることとなり、経理

方式の違いによって不動産所得等の金額に差異が生じることになる。被告は、不動産の

賃貸に係る取引と賃貸用不動産の譲渡とが同一の事業の範囲に含まれるとして、本件注
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書きを適用の上被告計算方法を採用している。 

しかしながら、所得税法においては、不動産の賃貸に係る所得を不動産所得とし、他

の種類の所得と合算して所得税額を計算することとされており（総合課税）、賃貸の用

に供されていた建物であってもその譲渡による所得は、他の所得と区分し当該譲渡所得

に係る税額を計算することとしている（分離課税）。賃貸の用に供されていた建物が譲

渡された場合のその取引については、不動産所得の損益を記録計算するために作成され

る不動産所得に係る会計帳簿に記録されることはない。そうすると、譲渡された建物が

賃貸の用に供されていたということをもって、当該建物の譲渡に係る所得が不動産所得

と同一の事業の範囲に含まれるとはいえず、本件注書きは適用されない。 

    （イ）本件注書き自体が違法であること 

       消費税法は、消費税につき、課税売上げに係る消費税額から課税仕入れに係る消費税

額を控除した残額を事業者が納付するものであり、納税義務者である事業者の会計処理

上は単なる通過勘定という性格を持つものであるとして（消費税法３０条１項参照）、

消費税等の経理処理の方法によって課税所得の金額に差異が生ずることを想定していな

いことからすると、本件注書きは消費税法の趣旨に反する。 

    （ウ）租税公平主義に反すること 

       税込経理方式を選択している場合には、消費税等相当額を必要経費として算入するこ

とを認める一方で、税抜経理方式を選択している場合には必要経費として算入すること

を一切認めない本件注書きは、少なくとも所得税法の特例を定める租税特別措置法３１

条１項が適用される譲渡損失が生じる場面においては、同様の状況にある者について合

理的な理由なく異なる扱いをするものとして租税公平主義に反するから、同条の改正の

際に本件注書きを公平な内容に改正しなかったことは違法である。 

    （被告の反論） 

    ア 本件注書きが消費税法の趣旨に反するという原告の主張について 

      消費税の基本的な仕組みからすると、消費税等相当額は、理念的には、仮受金又は仮払

金としての性質を有し、通常は損益の計算に影響を及ぼさないものの、会計処理の方式の

差異（税抜経理方式か、税込経理方式かの区分）により、企業会計上の所得金額が異なっ

てくるという問題は存在するのであり、具体的には棚卸資産や減価償却資産に消費税等を

含む処理を行うか否かによって、所得金額が異なってくることからすると、税抜経理方式

と税込経理方式のいずれの経理処理の方法を適用するかにより所得金額に差異が生ずるこ

とは当然に想定される。したがって、消費税等の経理処理の方法によって課税所得に差異

が生ずることを想定していないことが消費税法の趣旨であるかのような原告の主張は誤り

である。 

本件注書きは、税抜経理方式と税込経理方式では所得金額の計算に差異が生じることを

前提とした上で、所得金額の計算を適正に行うためには、両方式のいずれかを統一して適

用する必要があり、そのことは業務の用に供している資産の譲渡についても同様であるこ

とを定めたものであって、その内容は、消費税法の基本的な仕組みや消費税法の規定など

に照らして合理的なものであるから、本件注書きは、何ら消費税法の趣旨に反するもので

はなく、この点に関する原告の主張には理由がない。 

    イ 本件注書きが租税公平主義に反するという原告の主張について 
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      税込経理方式と税抜経理方式における消費税等の額は、税抜経理方式では事業所得等の

金額の計算に原則として影響を及ぼさないのに対し、税込経理方式では同計算に影響を及

ぼすことになる。ただし、我が国の消費税の基本的な仕組みなどからすれば、両方式はい

ずれも合理的な経理処理の方法であることから、本件通達２項は、所得金額の計算に当た

り、両方式のどちらを適用しても差し支えないこと及びどちらの方式を適用するかは事業

者（納税者）の選択に委ねられていることを明らかにしたものである。このように、その

内容を異にする経理方式の適用が納税者の選択に委ねられている場合、納税者がどちらの

経理方式の適用を選択するかにより、当該納税者の置かれた状況は異なることになるから、

そのように状況の異なる納税者は、同様に課税されなければならないことにはならない。

そうすると、税込経理方式と税抜経理方式という経理方式の違いによって不動産所得等の

金額に差異が生じることになるとしても、それは、納税者の選択によって状況を異にした

結果であるから、そのこと自体は公平に反するものではないし、税込経理方式と税抜経理

方式の選択適用を認めることが租税公平主義に反するものでもない。 

  （３）争点（３）（理由附記の違法の有無）について 

    （被告の主張） 

帳簿書類の記載自体を否認することなく更正をする場合においては、処分行政庁の恣意抑

制及び不服申立ての便宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に更正の理

由が明示されていれば、所得税法１５５条２項において要求される理由附記の要件を満たす

ものと解される。 

本件通知書には、処分行政庁が判断の基礎とした前提事実及び原告の主張する清算差額が

必要経費に算入されないとの判断に至った判断過程が記載されており、処分行政庁の恣意抑

制及び不服申立ての便宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に更正の理

由附記がされているものといえ、所得税法１５５条２項が要求する要件を充足する。 

    （原告の主張） 

青色申告書に係る年分の総所得金額等の更正をする場合には、更正通知書にその更正の理

由を附記しなければならない（所得税法１５５条２項）。附記すべき理由の程度としては、

更正の根拠を、更正処分庁の恣意抑制及び不服申立ての便宜という理由附記制度の目的を充

足する程度に具体的に明示するものであることを要すると解され、更正処分庁が当該評価判

断に至った過程を検証し得る程度に記載する必要がある。ここでいう、更正の理由とは、更

正の原因となる事実、それへの法の適用及び結論の３つを含む趣旨であるが、法の適用に関

連して生ずる法の解釈の問題等については、結論のみでなく、結論に到達した理由ないし根

拠を納税者に理解し得る程度に示す必要がある。 

本件における更正通知書には、法の適用に関して、「譲渡所得の基因となる資産の譲渡で

消費税が課されるものに係る経理処理については、当該資産をその用に供していた不動産所

得と同一の経理方式によるものとされていますので、あなたの場合、（中略）税抜経理方式

により仮受消費税等として処理をし、仮受消費税等と仮払消費税等の清算をすることとなり

ます」との記載があるのみであり、なぜ同一の経理方式によるとの解釈となるかについての

説明が一切ない。このような理由附記では、本件更正処分等がされるに至った理由を検証す

ることができない。したがって、本件更正処分等における理由附記は所得税法１５５条２項

に反するから、本件更正処分等は取消原因たる瑕疵を有する。 
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 第３ 当裁判所の判断 

  １ 争点（１）（本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額の必要経費該当性）について 

（１）所得税法３７条１項は、その年分の不動産所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額

は、別段の定めがあるものを除き、不動産所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収

入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他不動

産所得を生ずべき業務について生じた費用の額とする旨規定する。 

（２）課税資産の譲渡等につき課されるべき消費税等の額について、仮受消費税等及び仮払消費

税等としてこれらに係る取引の対価と区分する方法その他これに準ずる方法により行う場合、

すなわち、税抜経理方式を適用している個人事業者の場合について、所得税法施行令１８２

条の２第５項、１項、所得税法施行規則３８条の２第２項は、その課税期間における課税売

上割合が９５％未満である場合等（消費税法３０条２項）には、その課税期間の仕入れに係

る消費税等として控除することができるのは、課税仕入れ等に対する消費税等の全額ではな

く、課税売上げに対応する部分のみとなり、控除できない消費税等（控除対象外消費税額等）

が生じるところ、これについては、所得税法上、必要経費に計上するという形で課税所得が

調整されている。上記のとおり、所得税法施行令１８２条の２第５項、所得税法施行規則３

８条の２第２項は、税抜経理方式を採った場合に適用される規定として設けられているが、

他の経理方式を否定する内容とはなっていないことからすると、所得税法等は、納税者が税

抜経理方式ではなく税込経理方式を選択することも許容しているものと解される。 

（３）税抜経理方式は、売上げ、仕入れ等に係る収入金額や必要経費の額等につき消費税を除い

た額で計上し、消費税を納税者の損益計算、すなわち所得金額の計算に影響させない経理方

式である。この方式による場合には、売上げの際に受け取った消費税は仮受消費税等として、

仕入れ等の際に支払った消費税は仮払消費税等としてそれぞれ処理した上、決算期等におい

て相殺して、その差額を消費税の納付税額である未払消費税（マイナスのときは還付税額で

ある未収消費税）に振り替える経理処理を行う。税抜経理方式を適用した場合、消費税等の

税抜処理における端数処理等により、未払消費税等が仮受消費税等と仮払消費税等との差額

に一致しないことがあるが、その場合、課税売上げから計算した消費税等と仮受消費税等と

の差額は、雑損失又は雑収入として計上することにより、課税所得の調整が図られる。 

税込経理方式は、売上げ、仕入れ等に係る収入金額や必要経費の額等を、消費税を含めた

額で計上し、消費税の納付額は租税公課として必要経費に、消費税の還付額は雑収入として

収入に算入して、損益計算を行う経理方式である。 

（４）税込経理方式と税抜経理方式の考え方の基本的な相違は、消費税を、最終事業者（譲渡所

得の場合は譲渡人）の負担に帰する費用とみるか、最終消費者（譲渡所得の場合は譲受人）

の負担に帰する費用とみるかということにあるものと解される。 

税込経理方式は、事業者が国に納めるべき消費税額を事業者の負担に帰する費用とみる方

式といえ、売上げ、仕入れに際して授受される消費税相当額もそれぞれ事業者の収益、費用

とみることにより、消費税相当額を含んだ金額で損益計算が行われる結果、納税すべき消費

税額が事業者の損益に影響を及ぼすことになる。 

税抜経理方式では、事業者が売上げに際して消費税相当額を受け取ることは、最終消費者

の負担において国に納めるべき消費税を預かったということであり、仕入れに際して消費税

相当額を支払ったとしても、それは後に預かることになる消費税の一部を、仕入先等が最終
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消費者の負担において国に納めるべき消費税分として先払いしたということになるため、各

消費税相当額は暦年において清算される仮受金、仮払金という通過勘定としての性格を有し、

計上された仮受消費税と仮払消費税とが相殺され、仮受消費税の残額から納めるべき消費税

額が支出されることになるから、納付すべき消費税額は納税者の損益に影響を及ぼさないこ

とになる（端数処理等で僅かに影響を及ぼす場合があるが、本件の争点との関係では問題と

ならない。）。 

（５）以上に判示したとおり、税抜経理方式の場合には、譲渡所得総収入金額や取得価額は税抜

価額で算出される一方、仮受消費税と仮払消費税とが相殺され、仮受消費税の残額から納付

すべき消費税額が支出されることになるから、納付すべき消費税額は納税者の損益に影響を

及ぼさないことになる。そうすると、税抜経理方式による場合、仮受消費税等相当額、仮払

消費税等相当額及びその差額である譲渡所得に係る納付すべき消費税等相当額は、いずれも

損益に関係しない取引によるものであり、これを所得税法３７条１項の必要経費に算入する

余地はないということになる。 

（６）本件についてみると、原告は、本件各譲渡に係る譲渡所得の総収入金額につき、本件各建

物の譲渡代金のうち当該譲渡代金に係る消費税等相当額を除いた金額を譲渡価額として計上

し、譲渡所得の金額を算定した。他方、本件各建物の譲渡代金に係る消費税等相当額を仮受

消費税等の額に含めず、これを含まない不動産所得に係る仮受消費税等勘定及び仮払消費税

等勘定を計上し、その差額を平成２８年課税期間に係る消費税等の納付すべき税額から控除

し、その残額を、平成２８年分の不動産所得の計算上、必要経費に加算して控除し、所得金

額を算定している。原告の上記所得金額の算定は、本件各建物の譲渡代金のうち当該譲渡代

金に係る消費税等相当額を仮受消費税等として計上しない結果、納付すべき消費税額から同

額相当分が控除されず、結果的に本件各譲渡の代金に係る消費税等相当額が必要経費に算入

される計算方式となっているといえる。 

しかしながら、上記判示のとおり、税抜経理方式による場合、譲渡所得に係る納付すべき

消費税等相当額は、損益に関係しない取引によるものであって所得税法３７条１項の必要経

費に該当する余地がないものであるから、この点で既に原告の計算方式は正当ではないとい

うことができるが、当事者の主張に鑑み、本件通達及び本件注書きの解釈等の観点からも検

討する。 

２ 争点（２）（本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額の仮受消費税への額加算の可否）

について 

（１）被告は、本件更正処分の適法性を本件通達及び本件注書きが規定する税抜経理方式及び税

込経理方式の混用禁止の点からも根拠付けており、原告がこれを争っているので、この点に

ついて検討する。 

既に判示した税抜経理方式と税込経理方式の内容等に鑑みれば、同一所得区分内で両方式

を混用した場合には、収入若しくは費用の内容又はその対応関係に混乱が生じ、適正な課税

金額の算出が困難となるから、両方式を混用することはできないものというべきである。所

得税の課税所得金額の計算に当たり、譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課される

ものに係る経理処理については、税抜経理方式又は税込経理方式のいずれの方式によること

としても差し支えないが、当該資産をその用に供していた事業所得等を生ずべき業務と同一

の方式によるべきであり、個人事業者の選択した方式は当該個人事業者の行う全ての取引に
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ついて適用するものと定める本件通達、及び譲渡所得について同趣旨をいう本件注書きは、

以上と同趣旨をいうものと解される。 

（２）税抜経理方式による場合には、消費税等相当額を仮受金、仮払金という通過勘定としての

性格を有するものとして処理しなければならず、そのためには、仮受消費税と仮払消費税と

が相殺されることが必要であるため、貸借科目である仮受消費税と仮払消費税を両建てして

いることが必要であり、両建てが適正に行われていない経理では、消費税を通過勘定として

処理する税抜経理方式として正当な処理とはいえない。 

（３）以上を踏まえて原告計算方法をみると、前提事実（４）イのとおり、不動産所得について

税抜経理方式を適用し、また、本件確定申告書及び本件修正申告書において、本件各譲渡に

係る収入金額として消費税等相当額を含まない金額を計上したにもかかわらず、本件各建物

の譲渡代金に係る消費税等相当額を仮受消費税の額に含めないまま、不動産所得の仮受消費

税等と仮払消費税等を清算した金額から、消費税等中間納付額及び消費税等納付税額を控除

した金額１６６４万５１６６円を不動産所得の必要経費算入額として計上したものであり、

本件各建物の譲渡代金に係る消費税等相当額を仮受消費税等の額に含めない点において、税

抜経理方式を正しく適用した計算方法ということはできない。 

また、原告計算方法は、本件確定申告書及び本件修正申告書において本件各譲渡に係る収

入金額につき消費税等相当額を含まない金額を計上していることからすると、譲渡所得につ

いて税込経理方式を適用したともいい難い処理となっており、この点でも正当な経理処理と

いうことはできない。 

以上のとおり、原告は、平成２８年分の不動産所得に係る消費税等につき税抜経理方式を

適用した以上、本件各譲渡の収入金額に係る消費税等についても税抜経理方式を適用し、本

件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額１６６４万５３３５円を仮受消費税等として加算

すべきであったものであるから、本件通達及び本件注書きの適用を前提にこれと同旨をいう

被告計算方法は正当であり、これと異なる原告計算方法は正当なものとはいえないというべ

きである。 

  （４）原告の主張について 

    ア 原告は、所得税法において不動産所得は総合課税、譲渡所得は分離課税となっており、

賃貸の用に供されていた建物が譲渡された場合のその取引については、不動産所得の損益

を記録計算するために作成される不動産所得に係る会計帳簿に記録されることはないとし

て、当該建物の譲渡に係る所得が不動産所得と同一の事業の範囲に含まれず、本件注書き

は適用されない旨主張する。 

      しかしながら、本件注書きは、「譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課される

ものに係る経理処理については、当該資産をその用に供していた事業所得等を生ずべき業

務と同一の方式によるものとする」と定めるところ、前判示に係る解釈と同趣旨をいう限

度でその内容は合理的であり、同一の会計帳簿に記録されるか否かは、前判示に係る解釈

を左右するものではないから、原告の主張は前提を異にするものであって理由がない。 

      この点を措いて、本件注書きの文言に沿って検討しても、本件においては、前提事実

（３）のとおり、本件各建物は原告が貸付けの用に供していたものであり、本件各建物に

より不動産所得が生じていたことからすると、本件注書きの要件を満たすものであるから、

いずれにせよ本件注書きの適否についての原告の上記主張は、採用することができない。 
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    イ 原告は、消費税の経理処理の方法によって課税所得の金額に差異が生ずる点について消

費税法の趣旨に反する旨主張するが、仮に本件とは離れて、原告主張に係る税抜経理方式

と税込経理方式との間に不均衡にみえるような結果をもたらすことがあるとしても、法令

上、納税者が税込経理方式と税抜経理方式のいずれを採用するか選択することが想定され

ており、実際に納税者が税込経理方式と税抜経理方式のいずれを採用するかを任意に選択

できる制度となっていることに加え、事業者自らの判断に基づいて経理方式を選択した結

果によるものであることに照らし、消費税法の趣旨に反するということはできない。また、

原告が上記不均衡にみえるような結果をもって租税公平主義に反する旨主張するものであ

るとしても、上記判示に照らし、租税公平主義に反するということはできない。 

      原告は、租税措置特別措置法３１条１項が適用される場面において租税公平主義に反す

る結果を招くような本件注書きは改正されるべきであったとも主張する。しかしながら、

本件更正処分は、同措置法３１条１項を適用してされたものではなく、本件注書きが改正

されなかったことの不当をいう点も、これまで判示してきたところに照らし、本件更正処

分の適法性に直接影響を与えるものではないから、結局、原告の同措置法３１条１項に関

する主張は、本件処分の違法性に関する主張としては失当である。 

（５）以上のとおり、原告は平成２８年分の不動産所得に係る消費税等につき税抜経理方式を適

用している以上、本件各譲渡の収入所得に係る消費税等についても税抜経理方式を適用し、

本件各建物の譲渡収入に係る消費税等相当額１６６４万５３３５円を仮受消費税等として加

算した被告計算方法は相当である。 

  ３ 争点（３）（理由附記の違法の有無）について 

（１）理由附記の趣旨、程度等について 

所得税法１５５条２項が青色申告書に係る年分の所得税の総所得金額等について更正をす

る場合に更正通知書に更正の理由を附記すべき旨を規定しているのは、同法が、青色申告制

度を採用し、青色申告書に係る所得の金額の計算については、当該計算が法定の帳簿書類に

よる正当な記載に基づくものである以上、当該記載を無視して更正されることがないことを

納税者に保障した趣旨に鑑み、更正をする処分行政庁の判断の慎重さや合理性を担保してそ

の恣意を抑制するとともに、更正の理由を相手方に知らせて不服申立ての便宜を与える趣旨

に出たものと解される（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同３８年５月３１日第二小法廷

判決・民集１７巻４号６１７頁、最高裁昭和●●年（○○）第●●号同５４年４月１９日第

一小法廷判決・民集３３巻３号３７９頁参照）。 

そして、帳簿書類の記載自体を否認することなく更正をする場合においては、更正通知書

記載の更正の理由が、更正の根拠を前記の処分行政庁の恣意抑制及び不服申立ての便宜とい

う理由附記の制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に明示するものである限り、所得税法

の要求する更正の理由の附記として欠けるところはないと解するのが相当である（最高裁昭

和●●年（○○）第●●号同６０年４月２３日第三小法廷判決・民集３９巻３号８５０頁参

照）。 

（２）本件更正通知書の更正の理由附記に係る瑕疵の有無について 

ア 本件更正通知書の否認の内容・性質 

本件更正通知書には、前提事実（６）及び別紙４のとおり、原告が不動産所得の金額の

計算において、消費税等につき税抜経理方式を適用しているものの、本件各建物の譲渡代
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金に係る消費税等相当額については仮受消費税等とする経理処理をせずに消費税等の納税

額の計算をし、差額相当額１６６４万５１６６円を消費税清算差額として雑損失に計上し、

支払保険料等と合算した１７９３万４８８６円を「その他の経費」として必要経費に計上

していること、譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課されるものに係る経理処理

については、当該資産をその用に供していた不動産所得と同一の経理方式によるものとさ

れているので、本件各建物の譲渡代金に係る消費税等相当額については税抜経理方式によ

り仮受消費税等として処理をする必要があること、その結果、必要経費に算入すべき金額

は０円となり、平成２８年分の不動産所得の金額は４４８０万８５３２円となることが記

載されている。そうすると、本件更正処分は、本件各建物の譲渡代金に係る消費税等相当

額が仮受消費税等の額に算入されるか否か、その結果として上記消費税等相当額が必要経

費として算入されるか否かについて、納税者である原告と法的見解を異にするものであり、

必要経費を算定する基となった帳簿書類の記載自体を否認するものとはいえない。 

    イ 本件更正通知書記載の更正の理由の瑕疵の有無 

      そこで、更正通知書記載の更正の理由が、（１）の理由附記の制度の趣旨目的を充足す

る程度に具体的に明示するものといえるか否かという観点から検討する。 

上記の本件更正通知書に附記された理由は、譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税

が課されるものに係る経理処理については、当該資産をその用に供していた不動産所得と

同一の経理方式によるべきであるから、本件各譲渡に係る消費税等相当額を、原告の平成

２８年分の不動産所得に係る経理処理と同一の税抜経理方式を用いて算定するべきである

との処分行政庁の考えを明確にした上で、具体的な計算方法も記載しているものであり、

処分行政庁の判断の慎重さや合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、更正の理由

を相手方に知らせて不服申立ての便宜を与えるという理由附記の制度の趣旨目的を充足す

る程度に更正の理由を具体的に明示するものとみるということができ、所得税法の要求す

る更正の理由の附記として欠けるところはないというべきである。 

  （３）原告の主張について 

     これに対し、原告は、更正の原因となる事実に関連して生ずる法の解釈の問題等について

は、結論のみでなく、結論に到達した理由ないし根拠を納税者に理解し得る程度に示す必要

があると解されるところ、本件における更正通知書には、なぜ同一の経理方式によるものと

するとの解釈がされるかについての説明が一切なく、このような理由附記では本件更正処分

等がされるに至った理由を検証することができないと主張する。 

しかしながら、上記（２）において説示したとおり、本件更正通知書に附記された理由は、

譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課されるものに係る経理処理については、当該

資産をその用に供していた不動産所得と同一の経理方式によるとの解釈を前提とする旨を示

し、その解釈に基づく具体的な計算方法も記載していることからすると、そのような解釈を

前提とする理由等が記載されていないとしても、更正をする処分行政庁の判断の慎重さや合

理性を担保してその恣意を抑制し、更正の理由を相手方に知らせて不服申立ての便宜を与え

るという理由附記の制度の趣旨目的に反するものとはいえないから、原告の主張は採用する

ことができない。 

  （４）以上によれば、本件通知書の理由附記が違法であるということはできない。 

  ４ 本件更正処分等の適法性について 
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  （１）本件更正処分について 

前記２（３）に判示したとおり、本件各譲渡に係る消費税等相当額について仮受消費税等

として処理をすることは相当であり、これを前提に計算すると、原告の平成２８年分の総所

得金額及び所得税等の納付すべき税額等は、本件更正処分と同額となる。また、前記３（３）

のとおり、本件通知書に理由附記の瑕疵があるということもできないから、本件更正処分は

適法である。 

  （２）本件賦課決定処分について 

上記（１）のとおり、本件更正処分は適法であり、これを前提に計算すると、納付すべき

過少申告加算税の額は、本件賦課決定処分と同額となる。また、前記３（３）のとおり、本

件通知書に理由附記の瑕疵があるということもできないから、本件賦課決定処分は、適法で

ある。 

 第４ 結論 

    以上によれば、本件更正処分等はいずれも適法であり、原告の請求はいずれも理由がないか

ら棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 春名 茂 

   裁判官 横井 靖世 

   裁判官 廣瀬 智彦 
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（別紙４） 

更正通知書の処分理由 

 

 １ 更正処分の理由 

   あなたが備え付けている帳簿書類等を調査した結果、当年分の所得税及び復興特別所得税の確

定申告書において申告された不動産所得の金額に誤りがあると認められましたので、次のとおり

不動産所得の金額を算定し、更正しました。 

 （１）必要経費の額 

あなたは不動産所得の金額の計算において、取引にかかる消費税及び地方消費税（以下「消

費税等」といいます。）の経理処理（以下「経理処理」といいます。）について、消費税等の

額と当該消費税等に係る取引の対価の額とを区分して経理する方式（以下「税抜経理方式」

といいます。）によることとしていることが認められます。 

あなたは、平成２８年１２月２８日にいずれも貸付の用に供している東京都立川市Ａ及びＢ

に所在する建物を譲渡価額９９，２８２，８１７円、同市Ｃに所在する建物を譲渡価額１１

９，１８４，６１３円、及び同市Ｄに所在する建物を譲渡価額６，２４４，６２２円で有限

会社Ｅに譲渡し、各譲渡価額から消費税等相当額を控除した金額を譲渡所得の金額の計算上、

譲渡所得に係る総収入金額として、確定申告書を提出しています。 

そして、あなたは当該譲渡した資産に係る消費税等相当額１６，６４５，３３５円を仮受消

費税等とする経理処理をせずに消費税等の納税額の計算をし、差額相当額１６，６４５，１

６６円を消費税精算差額として雑損失に計上し、支払保険料５７５，８３２円、車両関連費

２９６，８５４円、接待交際費２８４，３７２円、会議費１２，６６２円及びリース料１２

０，０００円の合計額１，２８９，７２０円と合算した１７，９３４，８８６円を青色申告

決算書の「その他の経費」欄に記載し必要経費に計上しています。 

しかしながら、譲渡所得の基因となる資産の譲渡で消費税が課されるものに係る経理処理に

ついては、当該資産をその用に供していた不動産所得と同一の経理方式によるものとされて

いますので、あなたの場合、（中略）のとおり税抜経理方式により仮受消費税等として処理を

し、仮受消費税等と仮払消費税等の清算をすることとなります。 

したがって、仮受消費税等と仮払消費税等の清算により不動産所得の金額の計算上必要経費

に算入すべき金額は０円となりますので、その他の経費の額は１，２８９，７２０円、当年

分の不動産所得の必要経費の額の合計額は６１，７１２，５５２円となります。 

 （２）不動産所得の金額 

あなたの当年分の不動産所得の金額は、総収入金額の当初申告額１０７，１７１，０８４円

から上記（１）の必要経費の額６１，７１２，５５２円及び青色申告特別控除額６５０，０

００円を控除した４４，８０８，５３２円となります。 

 ２ 加算税賦課決定処分の理由 

今回更正（当初申告は期限内申告書）により、納付すべきこととなる所得税及び復興特別所得

税の額６，８６９，１００円に、国税通則法６５条の規定により計算した過少申告加算税６８６，

０００円を賦課決定しました。 

なお、今回更正に基づき納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちに今回更正前の税額

の計算の基礎とされなかったことについて正当な理由があると認められるものはありません。 
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以 上 
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（別紙５） 

本件更正処分等の根拠及び適法性 

 

 第１ 本件更正処分の根拠及び適法性について 

  １ 本件更正処分の根拠について 

被告が本訴において主張する原告の平成２８年分の所得税等の納付すべき税額等は、次のと

おりである（金額の前の「△」は、損失の金額であることを示す。以下同じ。） 

  （１）総所得金額 ４５１１万０５０１円 

     上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

    ア 不動産所得の金額 ４４８０万８７０１円 

      上記金額は、次の（ア）の金額から（イ）の金額及び（ウ）の金額を差し引いた後の金

額である。 

    （ア）総収入金額 １億０７１７万１２５３円 

       上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した不動産所得に係る総収入金額１億０７

１７万１０８４円に、仮受消費税等の額及び仮払消費税等の額の差額と平成２８年課税

期間の消費税等の納付すべき消費税等の額との清算により、不動産所得の金額の計算上

総収入金額に算入すべき金額１６９円を加算した金額である。 

    （イ）必要経費 ６１７１万２５５２円 

       上記金額は、次のａ及びｂの合計額である。 

       なお、消費税等に関連して、原告の不動産所得の金額の計算上必要経費に算入される

金額はない。 

       ａ その他の必要経費 １２８万９７２０円 

         上記金額は、原告が本件確定申告書に添付した平成２８年分所得税青色申告決算

書（不動産所得用）（以下「平成２８年分決算書」という。）の「その他の経費」欄

に記載した必要経費の金額１７９３万４８８６円（乙１１・１枚目⑰欄）から、原

告主張清算差額１６６４万５１６６円を差し引いた後の金額である。 

       ｂ 上記ａ以外の必要経費 ６０４２万２８３２円 

         上記金額は、平成２８年分決算書のその他の経費（乙１１・１枚目⑰欄）以外の

必要経費欄（乙１１・１枚目⑤ないし⑯欄）の各金額の合計額である。 

    （ウ）青色申告特別控除額 ６５万円 

上記金額は、平成２８年分決算書に記載した青色申告特別控除額と同額である（乙１

１・１枚目㉒欄）。 

    イ 配当所得の金額 ３０万１８００円 

上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した配当所得の金額と同額である（別紙５・

別表「修正申告」欄の「配当所得の金額」③欄及び乙１０・１枚目⑤欄）。 

  （２）分離課税の長期譲渡所得の金額 △２３３７万３８３５円 

上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した分離課税の長期譲渡所得の金額と同額であ

る（別紙５・別表「修正申告」欄の「分離長期譲渡所得の金額」⑥欄及び乙１０・３枚目

○61欄）。 

  （３）分離課税の上場株式等に係る譲渡所得等の金額 ２１１３円 
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上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した分離課税の上場株式等に係る譲渡所得等の

金額と同額である（別紙５・別表「修正申告」欄の「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

⑦欄及び乙１０・３枚目○65欄）。 

  （４）分離課税の上場株式等に係る配当所得等の金額 １８万円 

上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した分離課税の上場株式等に係る配当所得等の

金額と同額である（別紙５・別表「修正申告」欄の「上場株式等に係る配当所得等の金額」

⑧欄及び乙１０・３枚目○66欄）。 

  （５）所得控除の額の合計額 ３７１万３９６４円 

上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した所得から差し引かれる金額の合計額と同額

である（別紙５・別表「修正申告」欄の「所得控除の額の合計額」⑨欄及び乙１０・１枚目

㉕欄）。 

  （６）課税される所得金額 ４１３９万６０００円 

上記金額は、上記（１）の総所得金額４５１１万０５０１円から上記（５）の所得控除の

額の合計額３７１万３９６４円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により千円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

なお、上記（２）、（３）及び（４）の各所得の金額に係る課税される所得金額は、（２）

については、損失であるため生じなかったものとみなされ、また、（３）及び（４）につい

ては、いずれも前３年間から繰り越された譲渡損失の金額があり、この繰り越された譲渡損

失の金額７２５万６８０８円から、前記（３）の分離課税の上場株式等に係る譲渡所得等の

金額（２１１３円）及び前記（４）の分離課税の上場株式等に係る配当所得等の金額（１８

万円）をそれぞれ控除することとなるため、いずれも零円となる（別紙５・別表「修正申告」

欄の「算出税額」⑮ないし⑰欄）。 

  （７）納付すべき税額 １２１４万８９００円 

上記金額は、次のアの金額１３８３万２２００円から、イの金額１万５０９０円及びウの

金額１万５０００円を控除し、エの金額２８万９８４４円を加算して、更にオの金額９万１

８５３円及びカの金額１８５万１２００円を控除した後の金額（ただし、東日本大震災から

の復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法（以下「復興特

別措置法」という。）２４条２項の規定により百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）

である。 

    ア 課税総所得金額に対する税額 １３８３万２２００円 

上記金額は、前記（６）の課税される所得金額４１３９万６０００円に所得税法８９条

１項に規定する税率を乗じて計算した金額である。 

    イ 配当控除の額 １万５０９０円 

上記金額は、所得税法９２条１項の規定に従い、前記（１）イの配当所得の金額３０万

１８００円に１００分の５を乗じて計算した金額であり、原告が本件修正申告書に記載し

た配当控除の額と同額である（別紙５・別表「修正申告」欄の「配当控除」⑱欄及び乙１

０）。 

    ウ 政党等寄附金等特別控除の額 １万５０００円 

上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した政党等寄附金等特別控除の額と同額であ

る（別紙５・別表「修正申告」欄の「政党等寄附金等特別控除」⑲欄及び乙１０）。 
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    エ 復興特別所得税の額 ２８万９８４４円 

上記金額は、前記アの金額１３８３万２２００円から前記イの金額１万５０９０円及び

前記ウの金額１万５０００円を控除した後の金額１３８０万２１１０円に復興特別措置法

１３条に規定する１００分の２．１の税率を乗じて計算した金額である。 

    オ 所得税等の源泉徴収税額 ９万１８５３円 

上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した源泉徴収税額と同額である（別紙５・別

表「修正申告」欄の「源泉徴収税額」㉒欄及び乙１０）。 

    カ 所得税等の予定納税額 １８５万１２００円 

上記金額は、原告が本件修正申告書に記載した予定納税額と同額である（別紙５・別表

「修正申告」欄の「予定納税額」㉔欄及び乙１０）。 

  ２ 本件更正処分の適法性 

    被告が本訴において主張する原告の平成２８年分の所得税等の納付すべき税額は前記１（７）

のとおり１２１４万８９００円であるところ、当該金額は、本件更正処分における納付すべ

き税額と同額であるから、本件更正処分は適法である。 

 第２ 本件賦課決定処分の根拠及び適法性 

  １ 本件賦課決定処分の根拠 

前記第１で述べたとおり、本件更正処分は適法であるところ、本件更正処分により原告が新

たに納付すべきこととなった税額の計算の基礎となった事実のうちに、本件更正処分前にお

ける税額の計算の基礎とされていなかったことについて、国税通則法６５条４項に規定する

「正当な理由」があると認められるものはない。 

したがって、本件更正処分に伴って原告に賦課決定されるべき過少申告加算税の額は、国税

通則法６５条１項の規定に基づき、本件更正処分により原告が新たに納付すべき税額６８６

万円（ただし、同法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のも

の。）に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である６８万６０００円となる。 

  ２ 本件賦課決定処分の適法性 

上記１で述べたとおり、本件更正処分に伴い原告に賦課決定された過少申告加算税の額は６

８万６０００円であるところ、当該加算税の額は、本件賦課決定処分における過少申告加算

税の額と同額であるから、本件賦課決定処分は適法である。 

以 上 
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